
るシステム業

れ替え業務及 務及び指導等 務及び指導等 務及び指導等 務及び指導等

び指導等

事　業　費 40,741 17,850 17,850 17,850 17,850

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 320 333 333 333 333

一般財源 40,421 17,517 17,517 17,517 17,517

人　件　費 13,168 13,128 13,128 13,128 13,128

投入 常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

人員 非常勤職員 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人

事業費＋人件費 53,909 30,978 30,978 30,978 30,978

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 維持管理指導・点検指導（１７部
日

全課・施設及び市内小・ 10 10 12

① 署）実施日数 中学校を対象 10 12 －

活動 実地フォロー指導実施課数
課

点検指導においてフォロ 9 9 12

② ー研修が必要な部署 10 12 －

成果 廃棄文書量
Kg

年度内に廃棄する文書の 25,000 18,000 25,000

① 総量 18,360 25,810 －

成果 電子決裁率
％

市の意思決定時の電子決 87 91.5 94.5

② 裁利用率 91.5 94.5 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

全課・施設及び市内小中学校において、指導が必要とされる所属や施設、小中学校へ出向き、徹底した維持管理指導及びフォ
状況

ローを実施した。電子決裁率については、継続して電子決裁率を全庁へ公表するとともに、利便性、効率性を向上させた新シ
の分析

ステムを導入した。その結果、市全体として高い文書管理水準及び電子決裁率を実現することができた。廃棄量については、

保存期間が満了となる廃棄対象文書が前年度より多く、また、組織改正等により、廃棄文書が増加したため目標値を超えた。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 6912 文書管理事業

担当組織 総務 庶務課 担当 市政情報・文書担当

組織コード
H26 07 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 02 02 01

記入日 平成26年06月05日
H25 07 02 00 H25 01 02 01 02 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 昭和５８年度 ～ 平成２７年度

戸田市文書管理規程

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ● 3.環境配慮事業 ○ 4.対象外

対象
職員及び小・中学校教職員

収受、作成、保存及び廃棄といった文書の管理に関するルールを確立し、加えて総合文書管理システムによる文書の電子化

事業目的 及び電子決裁等の導入により、事務処理の迅速化・効率化を推進し、もって市民サービスの向上に努める。

ファイリングシステム及び総合文書管理システム等のルールに従い、文書の発生から施行、保管、保存、廃棄に至る文書管

理のサイクルが適切に行われるよう、説明会、自己点検票などで周知及びチェックを行うほか、必要に応じて各課へ出向い

事業内容 て、専門家による実地指導を行う。

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

文書管理に係 文書管理に係 文書管理に係 文書管理に係 文書管理に係

るシステム入 るシステム業 るシステム業 るシステム業



し、職員からの要望や現状の

課題を抽出した上で、徹底した仕様の構築を行い、利便性、効率性の高いシステムを導入した。さらに、今後想

見直し内容 定される課題を考慮し、公文書等の管理に関する法律への対応やタブレット端末を導入した際に対応できる仕組

みを構築した。また、文書管理の指導方法については、他市から異動してきた担当者のいる小中学校について、

重点的に指導を実施した。

全複写、決裁予約、情報共有機能などの新機能により、利便性や効率性が向上し、起案から決裁までに掛かる時

間を短縮することができた。また、ファイリングに関する帳票全ての自動出力が可能となったことや、保存年限

見直しの効果 を設定することで、その他項目が自動反映されるようになり、担当者への負担が軽減した。さらに、他市から異

動してきた担当者に対し、コンサルタントを交え直接指導したことにより、早い段階でルールを理解していただ

き、協力体制を構築することができた。この結果、迅速な事務及び適正な文書管理に繋がったと考えられる。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

ファイリングシステムにおける維持管理指導やフォロー指導、職員対象の説明会の実施等の継続した指導により

事業の方向性 、適正な文書管理が円滑に行われている。特に他市から異動してきた小中学校の新担当者を重点的に指導したこ

とにより、全体的な底上げができつつある。また、文書管理システムについては、システムの入替えによる利便

性、効率性の向上により、事務の迅速化・効率化に

2

つながり、電子決裁率

頁

は目標値及び前年度実

３

績を上回り、市

民サー

.

ビスの向上が図られて

評

いる。現状では、未だ

価

担当者に依存する傾向

結

が見られるが、組織的

果

に管理ができる

よう引

評

き続き実施していく。

価

また、電子決裁では、

結

システム入替え後の安

果

定運用を実現し、適正

施

な文書管理が継

続され

策

るよう図っていきたい

の

。

維持管理指導やフォ

目

ロー指導などの実地指

標

導を通して、新担当者

達

や担当者以外の職員へ

成

も指導を行い、文書管

に

理

を職員全体で行って

向

いく意識に変えられる

け

よう取り組んでいく。

て

特に小中学校の新担当

貢

者に対し、コンサルタ

献

ン

トとともにマニュア

し

ルの作成や指導方法を

て

検討し、指導を徹底し

い

ていく。また、電子決

る

裁率については、全庁

か

平

今後の取組方針 均は

。

上がっているが、低迷

２

している一部の所属に

３

ついて、ヒアリング等

年

を行い底上げを図って

度

いく。また、平成

２５

２
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た総合文書管理システ

年

ムについて、安定した

度

運用が継続するよう運

２

用監視に取り組ん
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５

く。

年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

維持管理指導及びフォロー指導等による徹底した指導により、適正な組織管理に

Ｂ Ｂ Ｂ よって実施されている。また、電子決裁率については、システムの入替えにより

、事務処理の迅速化、効率化がより推進された結果、目標値及び前年度実績を上

回る結果となり、市政の透明性が確保されていると考えられる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

文書管理システムの入替えにおいて、プロポーザルや入札の実施により、執行額

Ｂ Ｂ Ｂ を大幅に削減しながらも、職員アンケートでの要望や現状の課題に対する改善事

項等を考慮したシステムを導入することができた。電子決裁率についても、目標

値及び前年度実績を上回る結果となり、適正だと考えられる。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

他市から異動してきた担当者のいる小中学校及び文書引継ぎにて指導の必要性が

Ｂ Ｂ Ｂ あると判断された所属に対し指導を実施したが、指導には専門的な知識が要求さ

れ、他市の状況と比較しながら対応することも必要であることから、事業手法は

適正であると考えられる。電子決裁率の推進と併せて継続して進めていきたい。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

職員及び小中学校の教職員に対し、文書管理の必要性を意識づけるものであり、

Ｂ Ｂ Ｂ 特に若手職員や他市から異動してきた教職員等の新担当者への継続した指導が必

要であることから、適正な範囲であると考えられる。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
総合文書管理システムの入替えについて、職員や県内全市に対しアンケートを実施



　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,958 2,319 2,319 2,319 2,319

人　件　費 19,752 19,692 19,692 19,692 19,692

投入 常勤職員 3人 3人 3人 3人 3人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 21,710 22,011 22,011 22,011 22,011

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 例規審査委員会開催
回

職員による条例等の審査 4 4 4

① 機関の活動状況 4 4 －

活動 法制執務研修会
回

職員を対象 3 3 3

② 3 3 －

成果 法制執務研修会受講者
人

受講者数 70 100 80

① 207 92 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

例規審査委員会について予定どおり実施し、指摘事項等のフォローアップを確実に行うことができた。
状況

法制執務研修について予定どおり実施し、職員の法制執務能力の向上に努めることができた。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 21110 法制執務費

担当組織 総務部 庶務課 担当 法制担当

組織コード
H26 07 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 02 02 02

記入日 平成26年06月10日
H25 07 02 00 H25 01 02 01 02 02 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 昭和４１年度 ～ 平成２７年度

日本国憲法　地方自治法　行政手続法

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ● 3.環境配慮事業 ○ 4.対象外

対象
全職員

日本国憲法で認められた条例制定権に基づき、市の自治立法を通して施策等の根拠となる条例等が適切に整備されるよう指

事業目的 導を行う。

①法制執務に関する相談・指導　　　②法制執務に関する研修の実施

③例規審査委員会の開催　　　　　　④例規集の更新及び管理

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

例規に関する 例規に関する 例規に関する 例規に関する 例規に関する

指導、議案作 指導、議案作 指導、議案作 指導、議案作 指導、議案作

成及び例規集 成及び例規集 成及び例規集 成及び例規集 成及び例規集

の更新 の更新 の更新 の更新 の更新

事　業　費 1,958 2,319 2,319 2,319 2,319

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ



自治法において認められた市の自治立法権を通じて、施策等の根拠となる条例等が適

事業の方向性 切に整備されるよう継続的な指導を行う必要があるため。

今後も地域主権改革による国の義務付け枠付けの見直し、権限委譲等に伴う全庁的な例規の新規制定・改正作業

が予定されており、当該事項に対する自治体の法務能力（自治立法能力）が厳しく問われることになるため、研

修等を通じて職員への意識啓発を図るとともに、例規集データベースシステムの機能充実を行うことにより職員

今後の取組方針 の法制執務能力向上を図り、自治体としての法務能力の底上げに取り組んでいく。

4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

法制執務研修会を実施することにより、職員の公文書作成技術等のスキルアップ

Ｂ Ｂ Ｂ が確実に図られ、簡潔明瞭な文書作成及び例規整備の実施に役立っている。

また、会議の公開、告示文書の取扱い等、姿勢の透明性の確保に資する担当課へ

の指導を十分に行うことができている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

平成２４年度に例規データベースシステムの更新（平成２４年から５年間の債務

Ｂ Ｂ Ｂ 負担行為設定）を実施し、賃借料等の見直しを行っており、経費は適正な水準に

抑えられている。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

既に例規集のデータベース化を図る等、民間を十分に活用し、業務効率の向上が

Ｂ Ｂ Ｂ 図られており、事業手法は適正であると言える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

例規データベースシステムを適切に運用することで、円滑な行政サービスの提供

Ｂ Ｂ Ｂ に貢献しており、負担は適正な範囲である。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
新規制定又は改廃を予定している例規の制定予定時期等の情報収集を行った。

見直し内容

全庁における新規制定又は改廃が予定されている例規の情報を把握することで、例規の新規制定・改廃事務に係

る適正な進行管理ができるようになり、例規審査事務の効率化を図ることができた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

今後も日本国憲法及び地方



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 20863 議会活動費

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 庶務担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 01 01 01 02 01

記入日 平成26年06月10日
H25 56 01 00 H25 01 01 01 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成１６年度 ～ 平成２９年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

※予算編成用シート（評価項目等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 314,902 322,885 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 314,902 322,885 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 314,902 322,885 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

※予算編成用シート（評価項目等未設定）
状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 21246 議会事務局費

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 庶務担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 01 01 01 03 01

記入日 平成26年06月10日
H25 56 01 00 H25 01 01 01 01 03 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成１６年度 ～ 平成２９年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

※予算編成用シート（評価項目等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 6,335 5,569 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 6,335 5,569 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,335 5,569 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

※予算編成用シート（評価項目等未設定）
状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 手続回数
回

退職(退職一時金含む)・ 20 7 5

① 遺族年金手続等 9 5 －

活動
② －

成果 会員・年金受給者数
人

退職(退職一時金含む)・ 54 35 29

① 遺族年金等の受給者数 55 29 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

指標のみで目標達成度を評価することは困難であるが、受給資格の異動に対し、速やかに事務処理を行った。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 7430 年金申請事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 庶務担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月10日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 昭和３７年度 ～ 平成２９年度

地方公務員等共済組合法

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
会員（市議会議員）、退職議員及びその遺族

会員の資格喪失、年金受給者の現況調査、退職年金(退職一時金含む)や遺族年金などの申請をスムーズに行い、速やかに本

事業目的 人や遺族が年金を受給できるよう手続きを行い、その生活安定に資する。

会員の資格喪失、年金(退職一時金含む)の請求手続き等を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

地方公務員等共済組合法で規定されており、議会事務局の関与の必要性が高く、

Ｂ Ｂ Ｂ 市議会議員、元議員、その遺族の生活安定に資するものである。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

法律で決められたものであり、市の裁量で経費削減は困難である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

法律で決められたものであり、市の裁量で変更はできないが、限られた人員で事

Ｂ Ｂ Ｂ 務を効率的に遂行する努力をしている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

法律で決められたものであり、市の裁量で変更はできないが、国において地方議

Ａ Ａ Ａ 会議員年金制度の廃止措置を講ずる地方公務員等共済組合法の一部を改正する法

律が平成２３年６月１日に施行された。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ●３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

平成２３年度に議員年金制度の廃止措置が講じられ、本人掛金支払い事務がなくなったこと等から、事務作業は

事業の方向性 徐々に縮小し、特に平成２５年の、議員改選時の退職年金（一時金または年金）申請以降は、格段に縮小した。

将来、年金受給者がなくなるまでは継続する必要がある。

今後の取組方針



0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 会議録作成回数
回

5 4 5

① 5 4 －

活動
② －

成果 会議録検索システムアクセス件数
件

インターネット回線によ 25,000 30,000 30,000

① るアクセス件数の合計 41,521 39,004 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

成果指標については、目標を上回った。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 7601 本会議会議録作成事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 議事担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月30日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間  ～ 平成２７年度

・地方自治法第１２３条

根拠法令 ・戸田市議会会議規則第８５条 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ● 3.環境配慮事業 ○ 4.対象外

対象
会議録＝市長及び会議録閲覧を必要とする人すべて。

会議録検索システム＝市民を初め、必要とする人すべて。

本会議の議事を会議録として調製し、市長及び関係者並びに市民等に公開するとともに、管理・保存する。

事業目的 会議録をデータベース化し、会議録検索システムにおいて情報提供していくことで、市政の透明性を確保する。

会議録は５０部作成し、議員・執行部及び図書館等に配付している。

会議録検索システムは、データベース化の後、イントラネット及びインターネットを通して、会議録の閲覧及び検索の用　

事業内容 に供している。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

　会議録は、法定の地方議会公式記録であり、継続して作成し、後世に残してい

Ａ Ａ Ａ く必要がある。会議録検索システムを通じて、迅速に、継続して会議内容の発信

をしていくことで、市政の透明性の確保に資するものと考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

　業務量が増大している中で、平成22年６月から会議録調製業務を外部委託した

Ｂ Ｂ Ｂ ことは適切であった。契約に当たって、５社による見積もり合わせを行い、業者

を決定しているので、経費は適正であると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｃ：事業手法の一部に見直しが必要である。

＜判断理由＞
事業手法

　業務量の増大に伴い、本会議会議録の完成が、次回の本会議開会日を過ぎる傾

Ｃ Ｃ Ｃ 向にある。業者からの反訳は、契約どおり２週間後には届いているので、それ以

外の作業日程を改善する必要がある。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

　本会議会議録は、図書館・インターネットで閲覧可能であり、広く公開してい

Ｂ Ｂ Ｂ る。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
　

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　地方自治法で会議録の調製及び保存が義務づけられており、継続しなければならない。

事業の方向性

　市政の透明性の確保の観点からも、早期完成できるよう、事務処理方法の改善に努める。

今後の取組方針



額 448 452 456

① 448 452 －

活動
② －

成果 会議等開催日数
日

総会・役員会・専門部会 12 12 12

① 等の延べ日数 12 14 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

指標のみで目標達成度を評価することは困難であるが、協議会の目的に沿って有効な活動を推進している。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 20818 広域行政事務事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 調査担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月20日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成３年度 ～ 平成２７年度

県南都市問題協議会規約

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
議員

広域的な政治及び行政課題の研究・調査と情報交換及び協議を通じて、魅力ある都市の建設を目指す。

事業目的

県南都市問題協議会（川口市、蕨市、戸田市）において、３市に共通する広域的な課題を研究・協議し、魅力ある都市の建

設を目指す

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 協議会負担金
千円

支出した負担金の



年度に各部会とも、部会のあり方、名称等について協議をしたので、それに基づき、部会活動を積極的

に実施していきたい。

今後の取組方針

14 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

３市に共通する広域的な課題を研究・協議することで、成果を共有することがで

Ｂ Ｂ Ｂ きる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｃ：経費の一部に見直しが必要である。

＜判断理由＞
経費水準

２５年度は２つの部会で部会活動を２回実施したが、繰越金は前年度よりふえて

Ｃ Ｃ Ｃ いる。各市負担金を見直すことも視野に入れる必要がある。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

正副会長会議・役員会・総会・研修会等、全体的な事業は川口市、３つの専門部

Ａ Ａ Ａ 会は３市それぞれの議会事務局が担当しており、効率的に事業が執行されている

。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

３部会それぞれの成果を３市で共有しており、また、各市負担金は平等割と人口

Ａ Ａ Ａ 割で算出されており、妥当である。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
平成２５年度総会において、今年は各部会において、複数回、会議を開催し、各部会のあり方、取り扱うテーマ

や各部会の名称変更を含めた検討を行うこととなり、２つの部会で、例年１回の部会活動を２回行った。

見直し内容

平成２６年度総会において、「地方分権研究部会」を「危機管理問題研究部会」とし、それに合わせて研究課題

も変更した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

本事業は、構成する３市の連絡調整等を要するものであり、現状で継続する必要がある。

事業の方向性

平成２５



議長会総会・研修・先 11 16 13

① 進地視察 13 13 －

活動
② －

成果 会議等出席率
％

出席回数÷開催回数 100 100 100

① 100 86.7 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

開催日における議長の行事予定等で参加率が変わってしまうことがあるが、概ね日程調整ができた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 20819 情報交換事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 庶務担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月10日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 昭和４１年度 ～ 平成２９年度

全国市議会議長会会則、関東市議会議長会会則・埼

根拠法令 玉県市議会議長会会則等 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
全国市議会議長会等による会員となる議長

お互いに意見交換や情報交換を行い、あわせて、国や県に対して要望事項を提出し、市政の進展を図る。

事業目的

全国、関東、県、第一区の各議長会との連絡調整等を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 会議等出席回数
回

各
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

各議長会に参加することにより、他市の市議会情報等を得ることができ、議会諸

Ｂ Ｂ Ｂ 問題解決に繋がる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

議会事務局職員が庶務事務を行いながら、各議長会事務を行っているので、経費

Ｂ Ｂ Ｂ は、適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

他市の市議会との情報交換、研修会、事例研究会等により、議会運営に非常に効

Ａ Ａ Ａ 果がある。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

負担金については、市の規模（均等割・人口割）等で算出されており、公平であ

Ａ Ａ Ａ る。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

各議長会の会則に基づいて事業が実施されているものであり、現状で継続する必要がある。

事業の方向性

事務処理の効率化に努めていく。

今後の取組方針



人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 議会だより年間発行部数
部

定例会号(3・6・9・12月 180,000 180,000 182,000

① )、特別号（改選期） 225,000 182,000 －

活動
② －

成果 町会等配布部数
部

町会、公共施設、大型店 178,000 178,000 178,000

① 舗、ＪＲ３駅等で配布 224,000 179,038 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

大型マンション建設に伴い、配布部数の増があることを勘案し、各定例会号の発行部数を５００部増(年４回発行）とした。
状況

２４年度の発行部数・配布部数は、議員改選による特別号発行により、ともに増えているが、平年ベースとなった２５年度の
の分析

発行部数からして、増刷は妥当な判断であった。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 20820 議会だより発行事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 調査担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月20日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 昭和４８年度 ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市内在住・在勤者（全世帯配布）を中心としたすべての人

「開かれた議会」を目指し、年４回開催される定例会並びに一般選挙後の初議会の終了後、「議会だより」を発行するとと

事業目的 もに、ホームページに掲載して、市民に議会の活動状況等を周知する。それによって、市政並びに市議会への関心を高める

ことを目的とする。

各定例会等の議案審議の経過や結果、一般質問や各常任委員会報告、議会のＰＲ記事等を掲載する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋



極的に公開することで市政の透明性が確保されるので、継続して取り組む必要がある。

事業の方向性

議会だよりを手にとって読んでもらえるよう、まずは表紙の写真と見出しにこだわり、さらに、わかりやすく親

しまれる内容で、発信情報等の充実（議会ホームページも含む）に努めていく。

今後の取組方針

18 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

議会・議員の動きを伝える重要なメディアである。視察を通じて他自治体の議会

Ａ Ａ Ａ だよりのいいところを取り入れ、いかにして市民に見てもらえるか、常に研さん

に努めている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｃ：経費の一部に見直しが必要である。

＜判断理由＞
経費水準

印刷業者の見積もり合わせにより、最も安価な業者と契約しているが、品質的に

Ｄ Ｃ Ｃ 最良とは言えない。品質の良さも、議会だよりを手に取って見てもらうための重

要ポイントである。業者選定方法の見直しも検討する必要がある。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｃ：事業手法の一部に見直しが必要である。

＜判断理由＞
事業手法

議会広報委員会委員による編集へのかかわりを、さらに強めていく必要がある。

Ｃ Ｃ Ｃ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｃ：受益・負担の一部に見直しが必要である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

議会だよりの市内世帯への配布率が７０％を切った。市民すべてに配布する手だ

Ｃ Ｃ Ｃ てとして、議会改革特別委員会において、ポスティングによる各戸配布の方向で

意見がまとまったが、その後、進展していない状況にある。改めて検討をする必

要がある。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
平成２５年度より発行部数を上限４６，０００部とした。実質的には年度を通じて、１回当たり４５，５００部

の発行部数であった。

見直し内容

発行部数を確定ではなく上限としたことで、配布部数に柔軟に対応ができるようになった。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

議会情報を積



財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 中継状況発信日数
日

本会議開催日数 32 32 32

① 32 31 －

活動
② －

成果 議会中継システムアクセス数
件

議会ライブ・録画アクセ 28,000 36,000 50,000

① ス件数 55,303 120,085 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

中継状況発信日数については、一般質問者数の減により本会議開催日数も減となった。アクセス数については、ライブ中継が
状況

２４年度の４，５５４件から２５年度の４，７１３件と横ばい。録画中継が２４年度５０，７４９件に対し２５年度１１５，
の分析

３７２件と倍増した。
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事務事業名 20825 議会中継事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 調査担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月20日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成１５年度 ～ 平成２７年度

特になし 「e-todaプラン」により、イントラネット配信は平

根拠法令 関連計画 成14年度調査研究、15年度構築、16年度から運用の

通 達 等 施政方針 計画に基づくものである。

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民及び職員を中心としたすべての人

従来の「本会議の録音及び記入事務」に、平成１５年度（１６年３月定例会）から議会中継システムを加え、庁舎ロビーや

事業目的 議場傍聴席に出向かなくても、本会議の状況を視聴することができるようにすることで、市民サービスの向上や職員の業務

の能率化を図る。

インターネットを介して本会議の映像を配信することで、議会の審議状況等を知らせるシステム。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

議場の傍聴席に出向かずに、本会議の状況を見ることができる。さらに、録画配

Ａ Ａ Ａ 信により、２４時間・いつでも・どこでも視聴することが可能となった。より開

かれた議会を実現するための重要な事業である。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

議会として情報発信の責務を果たすための重要な事業である。運用は職員が行っ

Ｂ Ｂ Ｂ ており、経費は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

アクセス件数は年々増加しており、本事業について一定の支持を得ている。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

自宅にパソコンがなくても公共施設の端末パソコンから視聴できる。また、議会

Ｂ Ｂ Ｂ 中継を見ることができない人には、「議会だより」の内容を充実させることで、

受益の公平性を保つよう努めている。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

議会情報の積極的な公開のためにも、継続して取り組む必要がある。

事業の方向性

市民等の利用がふえるよう、引き続きＰＲに努めていく。議会ホームページのアドレスについても、従来、議会

だよりの最終ページに小さく掲載していたが、２６年度から、１ページ目に、わかりやすく掲載することにした

。

今後の取組方針



体等から調査依頼を受けた
件

文書による調査依頼件数 30 30 30

② 件数 33 46 －

成果 議員からの資料要求に対する回答
％

回答件数÷資料要求件数 100 100 100

① 率 100 100 －

成果 他自治体等からの調査依頼に対す
％

回答件数÷調査依頼件数 100 100 100

② る回答率 100 100 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

市政情報の公開の進展などにより、議員からの資料要求数が大幅減になったと推量する。一方、他自治体からの調査依頼は、
状況

各市議員からの資料要求がふえたためと考えられる。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 20826 議会調査事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 調査担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月23日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間  ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
議員

市の政策・事務等に係る調査や議員自らが行う政策の形成・決定に活用することで、市民福祉の向上及び市政の発展に寄与

事業目的 することを目的とする。

議会活動の一助とするために、各種情報の収集及び調査研究をする。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 議員から資料要求を受けた件数
件

文書による資料要求件数 40 40 30

① 53 20 －

活動 他自治
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

総体的に議員活動や他自治体の調査活動の一助となっており、市政の透明性の確

Ｃ Ｂ Ｂ 保に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

分掌事務の一環として実施しており、適正である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

議会事務局を介することで、滞りなく執行されている。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｃ：受益・負担の一部に見直しが必要である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

議員からの資料要求、他自治体からの調査依頼・回答について、図書室に目次を

Ｃ Ｃ Ｃ 置くなど、他の議員も閲覧できるように、積極的な公開を検討する必要がある。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

活発な議会活動を展開するためにも、各種情報収集と提供は重要であり、今後、より一層充実を図る必要がある

事業の方向性 。

他自治体からの調査依頼に回答するだけでなく、戸田市議会から他自治体に調査依頼する件数をふやすように努

めたい。

今後の取組方針



２６実績

活動 本会議開催日数
日

28 28 28

① 33 31 －

活動 委員会等開催延べ日数
日

115 115 115

② 118 129 －

成果 議決件数
件

年度内に議決した件数( 130 130 130

① 請願等を含む） 146 137 －

成果 一般質問者数
人

年度内に一般質問をした 60 60 60

② 延べ議員数 67 69 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　すべて目標を達成した。
状況

の分析
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事務事業名 20828 議会運営事務

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 議事担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月10日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間  ～ 平成２７年度

・地方自治法第８９条～第１３８条

根拠法令 ・戸田市議会基本条例 関連計画
通 達 等 ・戸田市議会委員会条例 施政方針

・戸田市議会会議規則

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
議員

執行部

議会にかかわる事務が円滑に正しく遂行されることにより、市民生活の向上と市政の発展を図る。

事業目的

年４回の定例会及び役職改選のための臨時会における本会議及び各委員会の運営。

閉会中における各委員会の運営。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ



終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　常任委員会の毎月開催など、議会活動の活発化が図られ、条例提案や市に対する提言に結びついている。また

事業の方向性 、議会モニター制度や議会パブリック・コメント制度により、市民からの意見を広く聴取し、市民の意見を反映

させるとともに、議会基本条例の制定により市民福祉の向上と市政の発展に寄与している。今後も議会改革特別

委員会の検討結果等を踏まえて、効率的な議会運営が推進できるよう努めていく。

　戸田市議会基本条例に則り、活発で、わかりやすく親しまれる議会運営の実現に努めていく。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

　地方自治法、戸田市議会基本条例、戸田市議会委員会条例及び戸田市議会会議

Ｂ Ｂ Ｂ 規則に基づく事業である。市の方針や意思を議決するとともに、市政を監視し、

市民の意見・要望を市政に反映させることで、市民福祉の向上と市政の発展に資

するものである。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

　議会がその使命と責任を果たすために必要な経費であり、適正であると考える

Ｂ Ｂ Ｂ 。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

　二元代表制のもと、議会は合議制の意思決定機関として、市長は独任制の執行

Ｂ Ｂ Ｂ 機関として、それぞれ異なる特性を生かし、市民の意思を市政に的確に反映させ

るために競い合い、協力しながら、最良の意思決定を導くものである。また、議

会改革特別委員会を設置し、常に改善を図っており、適正であると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

　地方自治法に基づく事業であり、適正であると考える。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
｢戸田市議会における情報通信機器の使用基準｣を平成２６年２月５日に制定し、本会議、委員会その他の戸田市

議会が行う全ての会議において、パソコン及びタブレット端末の使用が認められた。

見直し内容

持ち込みは事前届け出制をとっており、延べ２４件の届け出が出されている。ＩＣＴ化の推進により、議会活動

の充実が期待できる。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で



動 研修事業等実施回数
回

各種事業を実施した回数 4 3 3

① 3 3 －

活動
② －

成果 参加者延べ人数
人

事業等への参加者数 27 21 25

① 23 25 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

平成２５年度には新会員が加入したこと、また、市内視察先に民間団体を選定したことから関心を集め、参加者がふえたと推
状況

量する。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 25 頁

事務事業名 20829 退職議員等親睦事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 調査担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月20日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 昭和５０年度 ～ 平成２７年度

戸田市の長及び議会議員待遇条例、戸田市の長及び

根拠法令 議会議員待遇者会規約 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
戸田市の長及び議会議員待遇者会の会員

退職した市長・議員間の親睦を図るとともに、市政に協力し、市民福祉の増進に寄与することを目的とする。

事業目的

待遇者会の役員会、総会、市内視察、議会の傍聴など諸事業の計画・実施。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活



るため、公益性の高い事業展開を検討したい。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

市政運営に協力し、もって市民福祉の増進に寄与することを目的としており、施

Ｂ Ｂ Ｂ 策にも合致している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

平成２５年度に事業内容を見直し、長寿の祝いを７０歳のみとしたことで、繰越

Ｃ Ｃ Ａ 金が倍増した。しかし、２７年度から３１年度にかけて長寿の祝いが続くので、

予算の長期見通しとしては、早めの対応ができた。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

主な事業は、総会、市内視察、役員会であり、議会事務局が事務執行することが

Ｂ Ｂ Ｂ 妥当である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

現在、収入は、会員からの会費と、繰越金で賄っている。さらに総会、市内視察

Ｃ Ａ Ａ の際には参加者から負担金を徴収していることから、受益・負担の公平性は確保

されている。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
事業内容を見直し、長寿の祝いの対象について「７０歳、７７歳、８８歳、９０歳、９９歳」であったものを「

７０歳」のみとした。

見直し内容

市からの補助金がなくなり、主たる収入が会費と繰越金となったが、この見直しにより、会費の値上げをしない

で済んだ。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

待遇者条例及び待遇者会規約に基づいて事業が実施されており、継続する必要がある。

事業の方向性

市民福祉の増進、市政の発展に一層寄与す



会議録件数÷委 25 25 25

① 成した会議録の率 員会開催回数 12 18 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　｢会議開催数｣は、目標を上回っており、委員会活動が活発化していることがうかがえるが、その反面、会議の準備やそれに
状況

付随する業務がふえたため、委員会会議録の作成に遅れが生じている。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 27 頁

事務事業名 20830 委員会会議録作成事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 議事担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月30日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間  ～ 平成２７年度

・戸田市議会委員会条例第３０条

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
議員

執行部

公式記録の作成･保存によって、市政の透明性を確保するとともに、会議の状況を後世に伝える。

事業目的

会議の要点を記載した永年保存の公式記録を作成する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 会議開催数
回

115 115 115

① 118 134 －

活動
② －

成果 委員会開催日後、３ヵ月以内に完
％

完成した



言葉によるやりとりが多い傾向があることから、そのまま文章化しただけでは読みづらく、意味がわ

かりにくいことが多々ある。それらを書記が整理するのか、あるいはより記録を意識して発言するよう議員に啓

発していくのか、委員会自体の中継とあわせて、議論を深めていく必要があると考える。

　委員会会議録の早期作成に努めるとともに、常時公開に向けた議論が進むよう検討を進めていく。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

　委員会会議録は、戸田市議会委員会条例に基づく公的記録であり、継続して作

Ａ Ａ Ａ 成し、後世に残していく必要がある。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

　平成23年度から閉会中に加えて開会中の委員会についても、音声反訳業務を外

Ｂ Ｂ Ｂ 部委託し、人件費の節約に努めた。契約に当たって、５社による見積もり合わせ

を行い、業者を決定しているので、経費は適正であると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｃ：事業手法の一部に見直しが必要である。

＜判断理由＞
事業手法

　従来は、職員が一から作成していたが、事務に係る経費を勘案し、音声反訳業

Ｂ Ｃ Ｃ 務を外部委託することで、省力化が図られている。ただ、発言をそのまま文章と

しただけでは、読み手にとってわかりやすいとはいえない。わかりやすい会議録

とするための修正作業が新たに必要となっている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

　委員会会議録の作成は、戸田市議会委員会条例において義務付けられており、

Ｂ Ｂ Ｂ 適正であると考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

　

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　平成23年度から、閉会中に加えて開会中の委員会の音声反訳業務も外部委託したことから、従来に比較し、会

事業の方向性 議録作成事務は大幅に軽減された。よって、今後も外部委託を継続していく。一方、委員会は本会議と比較して

、日常的な



目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 本会議開催日数
日

定例会及び臨時会の開催 32 32 32

① 日数 32 31 －

活動 委員会公開延べ日数
日

常任委員会及び特別委員 100 110 110

② 会の延べ開催日数 133 130 －

成果 本会議傍聴者数
人

定例会・臨時会の本会議 170 170 200

① 傍聴者の延べ人数 207 345 －

成果 委員会傍聴者数
人

常任委員会・特別委員会 35 35 20

② 傍聴者の延べ人数 49 16 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

本会議開催日数については、一般質問者数の減により休会がふえたことによる。委員会公開延べ日数については、常任委員会
状況

委員の任期が２年となり、余裕を持って年間活動テーマに取り組むことができたため、前年度と比較して減少したものと推量
の分析

する。本会議傍聴者数は、新人議員の一般質問、また、市長選の出馬表明等により、大幅増となった。委員会傍聴者数は、一

般傍聴者の増減は少なく、議会モニターの傍聴者数が大きく影響している。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 29 頁

事務事業名 20853 傍聴対応事務

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 調査担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成25年06月20日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成１７年度 ～ 平成２７年度

地方自治法第１３０条、戸田市議会委員会条例第２

根拠法令 ０条、戸田市議会会議規則第４８条・第１１２条、 関連計画
通 達 等 戸田市議会傍聴規則、戸田市議会委員会傍聴規程、 施政方針

同施行細則

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
すべての人（児童・乳幼児は対象外）及び報道関係者

本会議、委員会及び全員協議会の審議状況を公開することにより、議会に対する関心を高める。

事業目的

本会議、委員会及び全員協議会の審議状況を公開する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５



公表

し、議会への関心を高め、活性化を図っていきたい。あわせて、議会だよりの最終ページには次回定例会の会期

日程を掲載し、傍聴を呼びかけていきたい。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

議会・委員会等の傍聴は、生で市政の動きを知る絶好の機会であり、開かれた議

Ａ Ａ Ａ 会を目指す重要な手だてである。傍聴した一般市民からのアンケートや議会モニ

ターからの提言などを反映させていくこともある。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

本会議傍聴案内業務については、現在、１社随意契約としているが、見積もり合

Ｂ Ｂ Ｂ わせを実施した際には、他の民間会社より安値に見積もっており、経費は適正で

あると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

本会議について、職員が終日、傍聴案内業務に従事しているわけにはいかないこ

Ｂ Ｂ Ｂ とから、委託は妥当である。また、委員会については、傍聴者数が少なく、議会

事務局職員が他の仕事をしながら傍聴案内業務に対応できるため、委託は不要で

ある。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

議会は住民を代表する議員が、公の立場で審議し、表決し、あるいは選挙、報告

Ｂ Ｂ Ｂ を受ける場であり、会議は全て住民に等しく公開されている。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

本事業は、必要性・有効性が非常に高いことから、市民サービス向上のためにも継続する必要がある。

事業の方向性

議会ホームページの「会議のお知らせ」には、本会議・委員会ともに、日程の内定が出た段階で、速やかに



01 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

厚生事業実施回数は減少したが、魅力ある事業を企画・実施することで、議員相互の親睦と元気回復につながった。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 31 頁

事務事業名 20854 元気回復事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 庶務担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月10日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 昭和５０年度 ～ 平成２９年度

戸田市議会議員互助会規約、戸田市議会議員互助会

根拠法令 慶弔規程、戸田市議会議員表彰規程 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市議会議員

議員相互の親睦と議員の元気回復を図ることにより、本市の発展に資する。

事業目的

厚生事業、慶弔、議員表彰等

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 厚生事業実施回数
回

8 6 7

① 9 6 －

活動
② －

成果 厚生事業参加者数
人

100 100 100

① 139 1
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

市民の代表である議員相互の親睦が深まり、健康維持も図られ、本市の発展に寄

Ｂ Ｂ Ｂ 与している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

補助金なしで自主運営をしており、事業等の見直し及び協議を行い、事業を実施

Ａ Ａ Ａ する際には、コスト削減に努めている。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

事業の一部は互助会会員の自主的な運営としている。今後も可能な限り、自主的

Ｂ Ｂ Ｂ な運営となるよう進めていきたい。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

会費で運営しており、事業（行事）に多くの会員が参加できるよう企画している

Ａ Ａ Ａ 。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ●３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

平成２２年度から市補助金なしの会費のみで運営し、また、事務局職員の負担軽減のため、互助会役員が自主的

事業の方向性 に事業企画・運営するようになってきており、今後さらに自主的運営が拡大されるよう調整していく。

互助会役員会で調整して、事務処理を進めていく。

今後の取組方針



Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 視察延べ日数
日

20 20 20

① 22 23 －

活動 視察先延べ自治体数
自治体

20 20 20

② 22 24 －

成果 視察内容の委員長報告実施率
％

100 100 100

① 100 100 －

成果 視察内容の議会だより掲載率
％

100 100 100

② 100 100 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　平成２１年度より常任委員会を毎月開催することになり、所管事務に関する調査・研究が活発したため、先進的事例を学ぶ
状況

機会が増加し、「視察延べ日数｣及び「視察先延べ自治体数｣は目標を上回る結果となった。
の分析

　視察内容については、すべて委員長報告を行い、議会だよりに掲載した。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 33 頁

事務事業名 20969 委員会行政視察事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 議事担当

組織コード
H26 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月30日
H25 56 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間  ～ 平成２７年度

戸田市議会会議規則第105条

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
各委員会委員

議員の見聞を広め、その後の議会活動を通じて、市民福祉の向上と市政の発展を図る。

事業目的

各委員会の所管事務について、先進的事例を調査・研究するため他市町村等に行き、担当者から調査事項についての説明　

を受け、質疑応答を行う。また、現地視察をする。

事業内容 視察内容を復命するとともに、本会議において委員長報告をし、議会だよりに掲載する。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式



る場の

見直し内容 つくりかた」と題した講演会を、前館長の花井裕一郎氏を講師に招いて実施した。

　約60人の市民が参加し、講演に耳を傾けたほか、講演会終了後に市民によるミニコンサートが開催され、クリ

スマスソングを演奏した。また、ミニコンサート会場では、カフェこるぽによるコーヒーやお菓子の販売が行わ

見直しの効果 れ、和やかな雰囲気となった。イベントの開催は、市民に視察の成果を直接還元するという、視察後の新たな取

り組みと考える。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　議員の見識を高め、議会活動に反映させる意味では、必要性・有効性が高い。よって、継続すべきである。

事業の方向性

　視察実施後、視察の検証を行っている。特に常任委員会では、年間活動テーマに沿い、条例や提言書の作成に

結びつけている。今後も、視察を有効に実施していきたい。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

　執行部への意見書・提言書の提出、地方自治法第99条に基づく意見書の提出、

Ｂ Ｂ Ｂ 小布施町の視察を生かした図書館でのイベント開催など、市民福祉の向上及び市

政の発展に直結する活動を積極的に行った。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

　行先は、国内であれば、必要に応じ全国どこでも行くことができる予算である

Ｂ Ｂ Ｂ 。条例等の規定により、飛行機、特急は普通席としており、また、宿泊は、規定

の料金の範囲であることはもとより、基本的にビジネスホテルを予約するように

しており、適正であると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

　先進自治体等を視察し、事業の目的・効果・問題点などについて説明を受け、

Ｂ Ｂ Ｂ 質疑応答をすることで、所管事項に対して、より深く多角的に捉える視野を磨く

ことができるため、何物にもかえがたく、適正であると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

　本事業によって、所管事項に関する情報を委員間で共有することで、委員会に

Ｂ Ｂ Ｂ おいて議員同士が自由闊達に議論を闘わせ、その中から論点や議題を明らかにす

るとともに、意見の集約を図ることが期待される。これは政務活動費を活用した

会派視察では代替することのできないメリットである。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
　視察自体に見直した点は特にないが、視察結果の生かし方として、文教・建設常任委員会では、小布施町立図

書館「まちとしょテラソ」の視察を踏まえ、戸田市立図書館において、12月21日に「また来たいと思わせ



補助 ついて補助 ついて補助

事　業　費 3,659 3,856 6,006 3,907 3,907

財
源
内
訳

国庫支出金 51 37 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,608 3,819 6,006 3,907 3,907

人　件　費 5,398.88 6,564 6,564 6,564 6,564

投入 常勤職員 0.82人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 0.1人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 9,058 10,420 12,570 10,471 10,471

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 委員会開催回数
回

18 15 14

① 24 23 －

活動 協議会開催回数
回

13 13 11

② 9 9 －

成果 委員会運営トラブル件数
件

0 0 0

① 0 0 －

成果 協議会運営トラブル件数
件

0 0 0

② 0 0 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

選挙管理委員会及び明るい選挙推進協議会については、その運営において特段のトラブルもなく円滑に運営された。また、予
状況

定された選挙事務である参議院議員通常選挙（平成２５年７月２１日執行）及び戸田市長選挙（平成２６年３月２３日執行）
の分析

がすべて滞りなく適正に執行できたことから、目標は達成されたものと考える。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 35 頁

事務事業名 7275 選挙管理委員会・選挙啓発事業

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード
H26 76 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 04 01 02 01

記入日 平成26年07月02日
H25 76 01 00 H25 01 02 04 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 昭和２５年度 ～ 平成２７年度

地方自治法及び同施行令

根拠法令 公職選挙法及び同施行令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ● 3.環境配慮事業 ○ 4.対象外

対象
市民

地方自治法第181条に基づき、選挙に関する事務を管理するとともに、投票の棄権防止や明るい選挙推進の呼びかけなどの

事業目的 啓発活動を行い、市民の自主的な明るい選挙の推進に努める。

毎月１回の定例の選挙管理委員会をはじめ、選挙に関する事務と明るい選挙推進協議会が行う啓発事業等について、適正に

運営・執行されるよう補助する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 明推協 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

選挙事務の管 選挙事務の管 選挙事務の管 選挙事務の管 選挙事務の管

理及び啓発事 理及び啓発事 理及び啓発事 理及び啓発事 理及び啓発事

業等の実施に 業等の実施に 業等の実施に 業等の実施に 業等の実施に

ついて補助 ついて補助 ついて
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

予定された参議院議員通常選挙（平成２５年７月２１日執行）及び戸田市長選挙

Ａ Ａ Ａ （平成２６年３月２３日執行）が無事執行された。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

経費を必要最小限にとどめられた。

Ａ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

法令にのっとり、適正に処理された。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

事務改善及び経費節減に努めた。

Ａ Ａ Ａ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
需用費、役務費など必要最小限の支出に抑えることとした。

見直し内容

需用費、役務費などの支出の抑制と節減により、当初の９割強の予算執行となった。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

選挙管理委員会の運営、明るい選挙推進協議会による啓発活動の支援など、一連の業務が無事執行できた。

事業の方向性

選挙管理委員会の運営、明るい選挙推進協議会による啓発活動の支援など、従来の業務を維持・発展していく。

今後の取組方針



① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 37 頁

事務事業名 43626 県議会議員選挙費

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード
H26 76 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 04 02 01 01

記入日 平成26年07月04日
H25 H25

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ● 対象

分野 03 効率的な行政運営

○ 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成２６年度 ～ 平成２７年度

公職選挙法及び同施行令

根拠法令 地方自治法及び同施行令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民

住民が政治に参加する権利である選挙が適正に執行されるよう運営を行う。

事業目的

法令に基づき、埼玉県議会議員一般選挙に関する事務を管理執行する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 明推協 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 7,083 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 7,083 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 7,220.4 0 0 0

投入 常勤職員 0人 1.1人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0.15人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 14,303 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 選挙事務における重大なミス件数
件

① －

活動
② －

成果
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

県議会議員を選ぶ重要な選挙であり、選挙の適正な執行は本施策の目標達成につ

－ － Ａ ながるものと考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

法令で規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、経費の節減に取り組ん

－ － Ｂ でいく。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

法令で規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、開票事務の効率化など

－ － Ａ の工夫を図る。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

県の選挙執行委託費交付金を受け、選挙の適正な執行に努める。

－ － Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ●平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 選挙事務における重大なミス件数
件

0

① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 39 頁

事務事業名 45646 衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査費

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード
H26 76 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 04 03 01 01

記入日 平成27年02月26日
H25 76 01 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成２６年度 ～ 平成２６年度

公職選挙法及び同施行令

根拠法令 地方自治法及び同施行令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民

住民が政治に参加する権利である選挙が定期性に執行されるよう運営を行う。

事業目的

法令に基づき、衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査を管理執行する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 明推協 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 39,794 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 39,794 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 4,594.8 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0.7人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0.2人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 44,389 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

衆議院議員を選ぶとともに最高裁判所裁判官を罷免することも出来る重要な選挙

－ － Ａ であり、選挙の適正な執行は本施策の目標達成につながるものと考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

法令で規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、経費の節減に取り組ん

－ － Ｂ でいく。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

法令で規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、開票事務の効率化など

－ － Ａ の工夫を図る。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

国の選挙執行委託費交付金を受け、選挙の適正な執行に努める。

－ － Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ●平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

衆議院総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の執行が平成２６年１２月１４日であるため。

事業の方向性

今後の取組方針



５実績 Ｈ２６実績

活動 選挙事務における重大なミス件数
件

0

① 0 －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

参議院議員通常選挙（平成２５年７月２１日執行）が、滞りなく適正に執行することができたことから、目標は達成されたも
状況

のと考える。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 41 頁

事務事業名 40127 参議院議員通常選挙費

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード
H26 76 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 04 97 98 98

記入日 平成26年07月02日
H25 76 01 00 H25 01 02 04 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成２５年度 ～ 平成２５年度

公職選挙法及び同施行令

根拠法令 地方自治法及び同施行令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民

住民が政治に参加する権利である選挙が適正に執行されるよう運営を行う。

事業目的

法令に基づき、参議院議員通常選挙に関する事務を管理執行する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 明推協 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

参議院議員通

常選挙執行事

務

事　業　費 32,400 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 32,400 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 6 0 0 0 0

一般財源 -6 0 0 0 0

人　件　費 4,279.6 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.65人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0.2人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 36,680 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

参議院議員を選ぶ重要な選挙であり、滞りなく適正に執行することができた。

－ － Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

経費を必要最小限にとどめ、効率的な執行を図った。

－ － Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

法令にのっとり、適正に処理された。

－ － Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

支出については国庫支出金で賄っており、市費の支出はなかった。

－ － Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ●平成２５年度で終了

＜判断理由＞

参議院議員通常選挙の執行が終了したため。

事業の方向性

今後の取組方針



る重大なミス件数
件

0

① 0 －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

戸田市長選挙（平成２６年３月２３日執行）が、滞りなく適正に執行することができたことから、目標は達成されたものと考
状況

える。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 43 頁

事務事業名 40128 市長選挙費

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード
H26 76 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 04 98 98 98

記入日 平成26年07月02日
H25 76 01 00 H25 01 02 04 03 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成２５年度 ～ 平成２５年度

公職選挙法及び同施行令

根拠法令 地方自治法及び同施行令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民

住民が政治に参加する権利である選挙が適正に執行されるよう運営を行う。

事業目的

法令に基づき、市長選挙に関する事務を管理執行する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 明推協 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

市長選挙執行

事務

事　業　費 27,775 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 27,775 0 0 0 0

人　件　費 4,608.8 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.7人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0.2人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 32,384 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 選挙事務におけ
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

市長を選ぶ重要な選挙であり、滞りなく適正に執行することができた。

－ － Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

経費を必要最小限にとどめ、効率的な執行を行った。

－ － Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

法令にのっとり、適正に処理された。

－ － Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

経費については必要最小限にとどめ、選挙事務を執行することができた。

－ － Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
需用費など経費の節減に努めた。

見直し内容

需用費などの支出の抑制と節減により、当初の６５％の予算執行となった。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ●平成２５年度で終了

＜判断理由＞

戸田市長選挙の執行が終了したため。

事業の方向性

今後の取組方針



人員 非常勤職員 0人 0人 0.45人 0.45人 0.45人

事業費＋人件費 3,185 3,531 13,854 13,996 13,996

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 監査対象部署数
課

監査対象部署数 55 57 57

① 55 57 －

活動
② －

成果 監査結果の指摘内容による適正化
％

適正化件数　／　監査結 100 100 100

① 執行率 果の指摘数 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

監査実施計画で予定していた監査を実施した。監査での指摘事項については、各部署より改善・検討策が講じられた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 45 頁

事務事業名 21131 監査事業

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 監査委員担当

組織コード
H26 77 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 06 01 02 01

記入日 平成25年06月25日
H25 77 01 00 H25 01 02 06 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成１６年度 ～ 平成２７年度

地方自治法 なし

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
議会、市長、市民

法令に基づき、適法かつ適正に事務処理が執行されているか監査をするとともに、経済的・効率的な事務の促進を図る。

事業目的

定例監査、例月現金出納検査、決算審査、工事監査等を実施し、その結果を議長、市長等に報告及び公表する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

監査事業 監査事業 監査事業 監査事業

事　業　費 3,185 3,531 3,417 3,559 3,559

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,185 3,531 3,417 3,559 3,559

人　件　費 0 0 10,436.76 10,436.76 10,436.76

投入 常勤職員 0人 0人 1.59人 1.59人 1.59人
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

適法・適正な事務処理の執行及び予算執行の合理性・効率性を確保する。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

現在実施している監査の内容を維持するための経費である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

地方自治法で定められている事務である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

適法・適正な事務処理の執行及び予算執行の合理性・効率性を確保する事業であ

Ａ Ａ Ａ ることから、受益・負担は公平である。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

地方自治法で定められている事務であり、適法かつ適正に事務処理が執行されているか監査し、経済的・効率的

事業の方向性 な事務の促進を図る事業であることから、今後も継続していく。

地方自治法で定められている事務であり、適法かつ適正に事務処理が執行されているか監査し、経済的・効率的

な事務の促進を図る事業であることから、今後も継続していく。

今後の取組方針



465 465

人　件　費 0 0 1,378.44 1,378.44 1,378.44

投入 常勤職員 0人 0人 0.21人 0.21人 0.21人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 274 551 1,843 1,843 1,843

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 公平委員会開催回数
回

公平委員会開催回数 3 3 3

① 2 2 －

活動
② －

成果 委員会として行なうべき審議の完
％

審議完了件数　／　行な 100 100 100

① 了割合 うべき審議件数 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　公平委員会として執行すべき事案は適正かつ迅速に処理された。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 47 頁

事務事業名 7282 公平委員会事業

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 公平委員会担当

組織コード
H26 78 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 09 02 01

記入日 平成25年06月25日
H25 78 01 00 H25 01 02 01 09 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成１５年度 ～ 平成２７年度

 地方自治法、地方公務員法 　なし

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
　職員

　職員の権利・利益を確保し、勤務条件の適正化を図る。

事業目的

　勤務条件に関する措置要求、不利益処分に対する不服申立ての審査、職員団体の登録等の審査に係る公平委員会を開催す

る。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

不服審査、職 不服審査、職 不服審査、職 不服審査、職 不服審査、職

員団体登録事 員団体登録事 員団体登録事 員団体登録事 員団体登録事

項等の審査の 項等の審査の 項等の審査の 項等の審査の 項等の審査の

委員会開催 委員会開催 委員会開催 委員会開催 委員会開催

事　業　費 274 551 465 465 465

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 274 551 465
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

職員の権利・利益を確保し、勤務条件の適正化が図られる。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

公平委員会の運営に関する最小限の経費である。

Ｂ Ａ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

地方公務員法で定められている事務である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

職員の権利・利益の確保がなされる事業であることから、受益・負担は公平であ

Ａ Ａ Ａ る。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

地方公務員法で定められている事務であり、職員の利益の保護と権利を保障する重要な制度であるから、今後も

事業の方向性 継続していく。

地方公務員法で定められている事務であり、職員の利益の保護と権利を保障する重要な制度であるから、今後も

継続していく。

今後の取組方針



.4 656.4 656.4 656.4

投入 常勤職員 0人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 85 939 939 939 939

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 委員会開催回数
回

委員会開催回数 3 1 1

① 3 1 －

活動
② －

成果 委員会として行なうべき審議の完
％

 審議完了件数　／　行 100 100 100

① 了割合 なうべき審議件数 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　固定資産評価審査委員会として執行すべき業務は円滑に実施された。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 49 頁

事務事業名 7284 固定資産評価審査委員会事業

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 固定資産評価審査委員会

組織コード
H26 79 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 02 01 03 01

記入日 平成25年06月25日
H25 79 01 00 H25 01 02 02 01 03 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 平成１５年度 ～ 平成２７年度

 地方自治法、地方税法 　なし

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
　固定資産税納税者

　固定資産評価の客観的合理性を担保し、適正な賦課を期する。

事業目的

  課税台帳に登録された価格に対する不服審査の申出に係る委員会を開催する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

価格に対する 価格に対する 価格に対する 価格に対する 価格に対する

不服申し出等 不服申し出等 不服申し出等 不服申し出等 不服申し出等

に係る委員会 に係る委員会 に係る委員会 に係る委員会 に係る委員会

を開催 を開催 を開催 を開催 を開催

事　業　費 85 283 283 283 283

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 85 283 283 283 283

人　件　費 0 656
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

固定資産評価に対する不服の解消を図り、固定資産税の適正・公平を期すること

Ａ Ａ Ａ ができる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

固定資産評価審査委員会の運営に関する最小限の経費である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

地方税法等の法令で定められている事務である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

不服の審査申出に係る事業であることから、受益・負担は公平である。

Ａ Ａ Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

地方税法等の法令で定められている事務であり、固定資産評価額に対する不服の解消を図り、固定資産税の適正

事業の方向性 ・公平を期する重要な制度であるから、今後も継続していく。

地方税法等の法令で定められている事務であり、固定資産評価額に対する不服の解消を図り、固定資産税の適正

・公平を期する重要な制度であるから、今後も継続していく。

今後の取組方針


